
第61期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

事業報告
■特定完全子会社に関する事項

■主要な事業内容

■主要な営業所

■従業員の状況

■主要な借入先及び借入額

■会社の新株予約権等に関する事項

■役員等賠償責任保険契約に関する事項

■補償契約の内容の概要

■責任限定契約の内容の概要

■社外役員に関する事項

■会計監査人に関する事項

■業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

連結計算書類
■連結株主資本等変動計算書

■連結注記表

計算書類
■貸借対照表

■損益計算書

■株主資本等変動計算書

■個別注記表

監査報告
■連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

■会計監査人の監査報告書

■監査役会の監査報告書

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

上記事項につきましては、法令及び定款の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に

対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しています。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供

措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りしております。



■特定完全子会社に関する事項（2025年３月31日現在）

該当事項はありません。

■主要な事業内容（2025年３月31日現在）

事業区分 事業内容

警 備 事 業 機械警備業務、輸送警備業務、常駐警備業務、ＡＴＭ管理業務、工事・機器販売

ビ ル 管 理 事 業 ビル総合管理業務、清掃業務

不 動 産 事 業 不動産賃貸業務、不動産仲介業務、不動産販売業務

■主要な営業所（2025年３月31日現在）

① 当社

本社 大阪府大阪市浪速区

本社営業部 大阪府大阪市西区

京阪営業部一部 大阪府守口市

京阪営業部二部 京都府京都市山科区

阪奈営業部一部 大阪府藤井寺市

阪奈営業部二部 大阪府藤井寺市

阪神営業部一部 兵庫県神戸市東灘区

阪神営業部二部 兵庫県神戸市東灘区

東京支社 東京都文京区

名古屋支社 愛知県名古屋市東区

② 子会社

事業報告１.企業集団の現況に関する事項（6）重要な親会社及び子会社の状況 ②重要な子会社の状況に記載のと

おりです。

■従業員の状況（2025年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

区 分 従業員数（名） 前期末比増減（名）

男 性 1,843 140（増）

女 性 288 38（増）

合 計 2,131 178（増）

（注）従業員数は就業人数であり、臨時従業員数（ 2,583名）は上記に含まれておりません。

② 当社の従業員の状況

区 分 従業員数（名） 前期末比増減（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）

男 性 975 58（増） 46.1 12.0

女 性 170 18（増） 38.0 8.1

合計または平均 1,145 76（増） 45.0 12.0

（注）１．従業員数は就業人数であり、臨時従業員数（ 432名）は上記に含まれておりません。

２．平均年齢、平均勤続年数は、それぞれ小数点以下第２位を切り捨てて表示しております。
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■主要な借入先及び借入額（2025年３月31日現在）

借入先 借入額（百万円）

株 式 会 社 り そ な 銀 行 （注） 5,378

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,100

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 551

計 9,030

（注）㈱りそな銀行の借入額には、社債1,500百万円及びＥＳＯＰ信託の導入のために設定された専用信託口が当社株

式を取得するための原資として借入金残高276百万円を含んでおります。なお、ＥＳＯＰ信託に係る専用信託口

は会計処理上当社と一体であるとの処理をしているため、ここに含めております。

■会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

■役員等賠償責任保険契約に関する事項

当社は、保険会社との間で、当社及び「重要な子会社の状況」に記載の当社の子会社の取締役及び監査役、執行役

員、管理職等一定の従業員（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第１項

に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。

当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その地位に基づいて行った行為（不作為を含む）に起因して、損害賠

償請求された場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用、及び被保険者に対してなされた損害賠償請求により被保険者

が被った損害を、会社が補償（会社補償）することによって生ずる損害を当該保険契約により保険会社が填補するも

のであり、１年毎に契約更新しております。

なお、当該保険契約では、被保険者が違法に利益または便宜を得た場合及び犯罪行為、不正行為、詐欺行為または

法令、規則または取締法規に違反することを認識しながら行った行為によって生ずる損害の場合は保険契約の免責事

項としており、また、填補する額について限度額を設けることにより、当該役員の職務の執行の適正性が損なわれな

いようにするための措置を講じております。次回更新時には同内容での更新を予定しております。

■補償契約の内容の概要

該当事項はありません。

■責任限定契約の内容の概要

当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役は、会社法第423条第１項に定める損害賠償責任に

ついて、会社法第427条第１項に定める賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく賠償責任限度額は、善意で重大な過失がないときは、取締役（業務執行取締役等であるものを除

く）につきましては、予め定めた金額または法令が規定するいずれか高い額とし、また、監査役につきましては、

４百万円以上で予め定めた金額または法令が規定するいずれか高い額としております。
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■社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

区分 氏 名 兼職先及び兼職内容 当該他の法人等との関係

社外取締役 諸島 伸治
アイテックジャパン㈱

取締役

アイテックジャパン㈱と当社との間に重要な取引その

他の関係はありません。

社外取締役 稲田 浩二

関西電力㈱ 顧問

関西電力㈱は当社の主要株主であります。

同社グループと当社との間に警備業務等の取引があり

ますが、一般株主との利益相反となるような特別な関

係はありません。

カナデビア㈱ 社外監査役
カナデビア㈱と当社との間に重要な取引その他の関係

はありません。

社外取締役 中川 正浩

大樹生命保険㈱ 顧問

大樹生命保険㈱と当社との間に警備業務等の取引があ

りますが、一般株主との利益相反となるような特別な

関係はありません。

弁護士
中川正浩氏は弁護士でありますが、同氏と当社との間

に重要な取引その他の関係はありません。

社外取締役 福岡 規行

セコム㈱

執行役員 大阪本部本部長
セコム㈱は、当社の主要株主であり、当社は同社の持

分法適用会社（議決権所有割合27.3%）であります。

同社グループと当社との間に警備業務の委託等の取引

がありますが、一般株主との利益相反となるような特

別な関係はありません。

なお、セコムスタティック関西㈱及びセコム高知㈱と

当社との間に重要な取引その他の関係はありません。

セコムスタティック関西㈱

代表取締役社長

セコム高知㈱ 取締役

社外取締役 長尾 誠也

セコム㈱

常務取締役 財務本部長

セコム㈱は、当社の主要株主であり、当社は同社の持

分法適用会社（議決権所有割合27.3%）であります。

同社グループと当社との間に警備業務の委託等の取引

がありますが、一般株主との利益相反となるような特

別な関係はありません。

なお、セコムクレジット㈱と当社との間に重要な取引

その他の関係はありません。

セコムクレジット㈱

代表取締役社長

社外監査役 桶谷 重雄
アムス・セキュリティサー

ビス㈱ 監査役

アムス・セキュリティサービス㈱は、当社の子会社で

あります。

社外監査役 植松 則行
セコム㈱

執行役員 人事本部長

セコム㈱は、当社の主要株主であり、当社は同社の持

分法適用会社（議決権所有割合27.3%）であります。

同社グループと当社との間に警備業務の委託等の取引

がありますが、一般株主との利益相反となるような特

別な関係はありません。

社外監査役 野地 小百合

関西電力㈱ 執行役員 組織

風土改革室長 併 経営企画

室グループ事業担当室長

関西電力㈱は当社の主要株主であります。

㈱オプテージ及び関電不動産開発㈱を含め、関西電力

グループと当社との間に警備業務等の取引があります

が、一般株主との利益相反となるような特別な関係は

ありません。

㈱オプテージ 社外取締役

関電不動産開発㈱

社外取締役
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② 当事業年度における主な活動状況

役職及び氏名 出席状況 発言状況及び期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役

指名報酬委員長

諸島 伸治

取締役会

12/12回（100％）

指名報酬委員会

3回/3回（100％）

長年に亘る日立製作所グループでの経営者として、経営及びグループ経営に

関する豊富な経験と実績及びテクノロジー・ＩＴに関する専門的知識・豊富

な経験を有しており、当社グループの経営監督機能の強化、業務執行に係る

意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

また指名報酬委員会の委員長を務め、ガバナンス強化のための助言・提言を

行っております。

社外取締役

指名報酬委員

稲田 浩二

取締役会

12/12回（100％）

指名報酬委員会

3回/3回（100％）

地元関西の有力企業である関西電力㈱の経営者として、経営及びグループ経

営に関する豊富な経験と実績及びシステム部門での勤務経験に基づくテクノ

ロジー・ＩＴに関する専門的知識を有しており、当社グループの経営監督機

能の強化、業務執行に係る意思決定の妥当性・適正性を確保するための助

言・提言を行っております。また指名報酬委員会の委員を務め、ガバナンス

強化のための助言・提言を行っております。

社外取締役

指名報酬委員

中川 正浩

取締役会

12/12回（100％）

指名報酬委員会

3回/3回（100％）

警察庁で培われた防犯、危機管理に関する知識、豊富な経験に加え、弁護士

として法律の専門的知識を有しており、当社グループの経営監督機能の強

化、業務執行に係る意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言

を行っております。また指名報酬委員会の委員を務め、ガバナンス強化のた

めの助言・提言を行っております。

社外取締役

福岡 規行

取締役会

12/12回（100％）

警備業界のリーディングカンパニーであるセコム㈱での営業部門や同社グル

ープ会社代表取締役として培われた経営及び業界における知識、豊富な経験

を有しており、当社グループの経営監督機能の強化、業務執行に係る意思決

定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

社外取締役

長尾 誠也

取締役会

10/10回（100％）

指名報酬委員会

1回/1回（100％）

（注）

警備業界のリーディングカンパニーであるセコム㈱での財務部門や同社グル

ープ会社代表取締役として培われた経営及び業界における知識、豊富な経験

を有しており、当社グループの経営監督機能の強化、業務執行に係る意思決

定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。また指

名報酬委員会の委員を務め、ガバナンス強化のための助言・提言を行ってお

ります。

社外監査役

桶谷 重雄

取締役会

10/10回（100％）

監査役会

5回/5回（100％）

（注）

取締役会においては、金融機関での勤務経験を通じて培った豊富な経験、知

見を基に質問、意見等を行い、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保

するための助言・提言を行っております。また監査役会においては、監査結

果等に関する重要事項等について意見交換、協議等を行っております。

社外監査役

尼木 始

取締役会

12/12回（100％）

監査役会

7回/7回（100％）

取締役会においては、金融機関での勤務経験を通じて培った豊富な経験、知

見を基に質問、意見等を行い、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保

するための助言・提言を行っております。また監査役会においては、監査結

果等に関する重要事項等について意見交換、協議等を行っております。

社外監査役

植松 則行

取締役会

11/12回（91％）

監査役会

7回/7回（100％）

取締役会においては、警備業界のリーディングカンパニーであるセコム㈱で

の総務人事部門をはじめ、あらゆる部門における豊富な経験、知見を基に質

問、意見等を行い、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための

助言・提言を行っております。また監査役会においては、監査結果等に関す

る重要事項等について意見交換、協議等を行っております。

社外監査役

野地 小百合

取締役会

10/10回（100％）

監査役会

5回/5回（100％）

（注）

取締役会においては、地元関西の有力企業である関西電力㈱での企画部門、

広報部門等における豊富な経験、知見を基に質問、意見等を行い、取締役会

の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っておりま

す。また監査役会においては、監査結果等に関する重要事項等について意見

交換、協議等を行っております。

（注）取締役 長尾誠也氏、監査役 桶谷重雄氏及び野地小百合氏の出席状況は、2024年６月13日就任後の状況であ

ります。
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■会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る報酬等の額 55 百万円

② 当社及び連結子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 55 百万円

(注) 1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の
監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状
況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討しました結果、会計監査人の報酬等につ
いて会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を区分しておらず、また、実質的にも区分できませんので、上記①の報酬等の額にはこれ
らの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、①重大な法令違反や監督官庁からの処分の有無、②独立性、監査品質等総合的能力、③監査活動実

績等を踏まえて、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合に、株主総会に提

出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合に、監査役

全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最

初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

■業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

１．業務の適正を確保するための体制

コーポレートガバナンス及び内部管理体制図
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(1) 当社及び当社グループの取締役等及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社グループは、「コンプライアンス・マニュアル」をはじめとするコンプライアンス体制に係る各種規定を役

職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範として位置付けています。

また、その徹底を図るため、コンプライアンス委員会を設置し、代表取締役社長を総括責任者として、コンプラ

イアンス体制に係る取り組みについて全社横断的に統括し、役職員に対し教育、指導を行っております。

なお、執行部門から独立した内部監査部門である監査部は、当社グループ内におけるコンプライアンスの取り組

み状況について監査を行います。この監査結果は、定期的に経営会議に報告されるものとし、重大な違反行為につ

いては、取締役会及び監査役会に報告いたします。

法令上疑義のある行為等については従業員が直接情報提供を行う手段として既に「愛と正義の目安箱」を各箇所

に設置し、情報提供の運用を容易に行えるようにしています。また、社外の弁護士への書面による通報制度（以

下、「コンプライアンス・ホットライン」といいます。）を設けています。この場合、通報者の希望により匿名性を

保障するとともに通報者に不利益がないことを確保しています。

なお、重要な通報等については、その内容と会社の対処状況・結果について、適切に役員・使用人に開示し、周

知徹底を図ることとしています。

(2) 当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）その他重要な情報を、社内規程

に基づき、それぞれの担当職務に従い適切に保存し、且つ管理を行っております。

① 株主総会議事録とその関連資料

② 取締役会議事録とその関連資料

③ 経営会議議事録とその関連資料

④ 取締役が主催するその他の重要な会議の議事の経過及び記録または指示事項とその関連資料

⑤ 取締役を決定者とする稟議書等決定書類及び付属書類

⑥ その他取締役の職務の執行に関する重要な文書

(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、「危機管理規程」の定めにより代表取締役社長を危機管理統括管理者とし、当社が事業活動を行う中で

不測の事態に直面した場合、被害の拡大を防止するとともに経営危機を回避するために行動しなければならない基

本的な枠組みを定めています。

代表取締役は、各本部長をリスク管理に係る危機管理責任者に任命し、危機管理責任者は緊急事態に際し適切な

対応行動を指揮し、また、関係職員を対象として教育、訓練を行い危機管理意識の高揚、維持を図ります。

コンプライアンス、災害、警備品質、情報セキュリティに係る各種リスクについては、それぞれ担当部門長であ

る危機管理監督者が、規則、ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、組織

横断的リスク状況の監視及び全社的対応は、当社の危機管理統括責任者の下で行います。

(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、全社的な経営目標を定め、業務執行取締役はその目標達成のために各部門の具体的目標及び会社の

意思決定ルールに基づく効率的な達成のための方法を定めます。

取締役会は、各業務執行取締役に定期的に各部門の目標に対する進捗状況の報告を求め、改善を促すこととし、

全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築します。

なお、意思決定と経営効率を向上させるため、取締役、執行役員が出席する経営会議を原則月２回開催し、業務

執行に関する基本的事項及び重要事項に係る意思決定を機動的に行っております。

業務運営については、将来の事業環境を踏まえた中期経営計画及び各年度の運営方針、施策、予算を策定し、全

社的な目標を設定します。各部門においては、その目標達成に向け具体策を立案し実行します。

(5) 当社及び当社グループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、「関係会社管理規程」に基づき、取締役管理本部長が関係会社の法令遵守体制、リスク管理体制等関係

会社の業務の適正を確保するための体制を統括します。
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また、関係会社については監査部による業務監査を実施するとともに、関係会社の所管業務の運営体制について

は、管理本部経営統括部が各社の自主性を尊重しながら、経営計画に基づいた施策や効率的な業務運営体制につい

てサポートを行います。

関係会社の業務執行等の状況については、各社の取締役会へ定期的に報告するのに加え、当社代表取締役、各本

部長、常勤監査役と関係会社取締役、執行役員及び所管部署である管理本部経営統括部との間で関係会社会議を開

催し、関係会社の問題点の把握と改善に努め、必要に応じて取締役会、監査役会に報告を行っております。

(6) 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に対する体制

当社は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役の意見を尊重した上で、必要に

応じて監査部所属の職員１名以上の使用人を配置します。

この場合、監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に委譲されたものとし

ます。なお、当該期間中、指名された使用人は取締役の指揮命令は受けないものとします。

(7) 当社の取締役及び使用人等が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制

当社の取締役及び使用人並びに関係会社の取締役、監査役及び使用人は、法定の事項に加え、当社及び当社グル

ープに重大な影響をおよぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びそ

の内容を遅滞なく当社の監査役に報告するものとします。

また、当社は、監査役会への報告をした者に対して当該報告をしたことを理由として不利益な扱いを行うことを

禁じます。

報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役と監査役会との協議により決定する方法に

よります。

監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会及び経営会議等重要な会議に

出席するとともに、稟議書類等業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることができ

ます。

(8) 当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社は、監査業務の実効性を高めるため、監査役の半数以上は社外監査役とし、対外透明性を確保しています。

監査役会と代表取締役との間の定期的な意見交換の場を設け、監査役の監査が実効的に行われる体制を整備して

います。

また、「監査役会規程」及び「監査役監査基準」に基づく独立性と権限により、監査の実効性を確保するととも

に、監査役は監査部及び会計監査人と緊密な連携を保ちながら自らの監査成果の達成を図るものとします。

また、監査役が、その職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等を請求したと

きは、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに

当該費用または債務を処理します。また、監査役が、その職務を遂行するために、弁護士・公認会計士・税理士等

の専門家に意見を求めた場合、当社は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用

を負担します。

(9) 当社の財務報告の適正性を確保するための体制

当社は、当社グループの財務報告に関する信頼性を確保するため、財務報告に係る必要かつ適切な内部統制体制

を整備、運用するとともに、その体制及び運用状況を継続的に評価し、必要があれば速やかに是正措置を行うもの

とします。

(10)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社及び当社グループは、暴力団等反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨むこととしており、不当要求

等は一切受け付けず、警察当局や顧問弁護士等と連携を図りながら、事案に応じて関係部門と協議の上、対応して

まいります。

反社会的勢力排除に向けた整備状況については、対応部署を設置し、警察当局及び関係機関との連絡を密にし、

指導、助言を受けるほか、事案発生時には、関係機関、顧問弁護士等と緊密に連携して、速やかに対処できる体制

を構築しております。
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２．運用状況

(1) 内部統制システム全般

当社及びグループ各社の内部統制システム全般の整備･運用状況を当社の監査部がモニタリングし、改善を進め

る体制としております。

(2) コンプライアンス

当社グループは、行動宣言にコンプライアンス遵守を明定しております。また、コンプライアンス・プログラム

を策定し、コンプライアンス違反となる事象に対して管理体制を構築するとともに、半期毎にコンプライアンス研

修を実施する等により、コンプライアンス意識の向上並びにコンプライアンス遵守体制の強化を図っています。コ

ンプライアンスの管理部署としてコンプライアンス室を設置し、コンプライアンス遵守のためのコンプライアン

ス・マニュアルを策定しています。

なおコンプライアンス・プログラムについては、その内容について取締役会にて決議承認を得ており、代表取締

役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を半期毎に開催し、その遵守状況について管理を行っています。

(3) リスク管理体制

2016年10月から、リスクマネジメントシステムを導入し、「リスクマネジメント規程」の定めにより、リスクを

発生要因により「戦略リスク」「財務リスク」「ハザードリスク」「オペレーショナルリスク」の４つのカテゴリー

に分類し、発生内容等によりさらに中小の区分に分類してリスクを特定し、当社の業務を行う上で、顕在化または

潜在化しているリスクに軽重をつけ「最重要リスク」「重要リスク」「一般リスク」に分けて、そのリスクが発生し

た際の経営への影響度合いごとに管理しています。

また、その経営のどういったところに影響を与えるのかについても区分しており、株価や会社の存続に影響を与

えるリスクを「事業継続リスク」、事業資産を毀損するおそれのあるリスクを「資産保全リスク」、円滑な業務運営

と収益確保に影響を与えるリスクを「業務運営リスク」として管理しています。

リスクマネジメント全般に亘る方針については、代表取締役社長を委員長としたリスクマネジメント委員会を開

催し、リスクの発生状況や対応状況を確認して決定しています。また取締役会へもリスクの発生状況や対応状況に

ついて報告を行っています。

(4) 内部監査

監査部が作成した内部監査計画に基づき、当社及びグループ各社の内部監査を実施いたしました。
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連結株主資本等変動計算書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで) (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 4,618,000 8,671,617 9,223,488 △1,124,079 21,389,025

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △405,839 △405,839

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

692,703 692,703

自 己 株 式 の 取 得 △181 △181

自 己 株 式 の 処 分 11,492 98,062 109,554

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 － 11,492 286,863 97,881 396,237

当 期 末 残 高 4,618,000 8,683,109 9,510,351 △1,026,198 21,785,262

その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 1,248,769 △1,362,016 36,275 △76,971 21,312,054

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △405,839

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

692,703

自 己 株 式 の 取 得 △181

自 己 株 式 の 処 分 109,554

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

7,859 22,102 29,961 29,961

当 期 変 動 額 合 計 7,859 － 22,102 29,961 426,198

当 期 末 残 高 1,256,628 △1,362,016 58,377 △47,009 21,738,253
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連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び名称

連結子会社数 ７社

連結子会社の名称

東洋テックセキュリティサービス株式会社

東洋テック姫路株式会社

東洋テックビルサービス株式会社

テック不動産株式会社

五大テック株式会社

アムス・セキュリティサービス株式会社（福知山市）

関西ユナイトプロテクション株式会社

(2) 非連結子会社の数 該当事項はありません。

2. 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

3. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

出しております。）

市場価格のない株式等… 移動平均法による原価法

② 棚卸資産

商 品、 貯 蔵 品… 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）

販 売 用 不 動 産… 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

… 定率法

ただし、1998年４月１日以降2016年３月31日迄に取得した建物（建物附属設備は除

く）については定額法を採用しており、2016年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備含む）、構築物については定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ３年～９年

② 無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

… 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウェア ５年

のれん ５年～13年

③ リ ー ス 資 産

（有 形 / 無 形）

… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金… 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 賞 与 引 当 金… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額を計上しており

ます。

③ 役 員 賞 与 引 当 金… 役員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上し

ております。

④ 株 式 給 付 引 当 金… 株式給付規程に基づく当社及び当社子会社の従業員への当社株式の給付に備えるた

め、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

― 10 ―



4. その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を

控除した額を計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により翌連結会計年度から費用又は費用の減額として処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により発生時

の連結会計年度から費用又は費用の減額として処理することとしております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の

包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(2) ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引について特例処理を採用しております。

(3) 収益及び費用の計上基準

当社グループは、以下の５つのステップアプローチを適用することにより、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務を充足した時点（又は充足するにつれて）収益を認識する

警備事業

契約物件に警報機器を取り付け、事件・事故等の発生を監視する、貴重品の運搬、施設内の常駐による安全管

理等、様々なセキュリティーサービスを履行義務としております。

日常的サービス提供、契約における義務を履行するにつれて顧客が便益を享受することから、サービスを提供

する期間にわたり収益を認識しております。また、契約条件に従い、履行義務の進捗に応じて（サービス提供

期間にわたり）契約によって定められた時期にその対価を請求、受領しております。

警備事業の内、機械警備業務においては警備機器設置工事料を契約時に顧客から受領しており、設置工事料は

対応するサービス提供期間にわたり収益を認識しております。

ビル管理事業

ビル、マンション、店舗等のビルメンテナンスや清掃に加え、大規模改修や設備の更新工事、営繕業務等、建

物の総合管理を行っております。

（清掃業務）

契約物件の設備内において、床清掃等の日常的な清掃業務を行うことを履行義務としております。日常的又は

反復的なサービスであり、顧客との契約における義務を履行するにつれて顧客が便益を享受しており、サービ

スを提供する期間にわたり収益を認識しております。また、契約条件に従い、履行義務の進捗に応じて（サー

ビス提供期間にわたり）契約によって定められた時期にその対価を請求、受領しております。

（設備点検サービス）

ビルメンテナンスに係る法定点検を実施し、関連官庁へ実施報告書を提出することを履行義務とし、顧客がサ

ービスを受けた時点で便益を享受することから、一時点（サービス提供時点）で収益を認識しております。ま

た、契約条件に従い、サービス契約期間に按分してその報酬を受領します。

（工事契約）

消防設備改修工事、排水ポンプ取替工事、エレベーター改修工事等の小規模な工事から足場を組むような大規

模修繕工事、外壁修繕工事までを履行義務としております。

義務の履行により資産が創出され又は増価し、資産の創出又は増価につれて顧客が当該資産を支配し、契約期

間にわたる工事の進捗に応じて充足されるため、工事の進捗度に応じて収益を計上しております。進捗度の測

定は、発生原価が履行義務の充足における工事の進捗度に寄与及び概ね比例していると考えられることから、

発生原価に基づくインプット法により行っております。

不動産事業

当社グループが保有する不動産物件の賃貸業務並びに不動産の現物や信託受益権の売買に関する仲介業務を主

体とし、不動産の販売及びコンサルティング業務を行っております。

当該履行義務は媒介契約により成立した不動産売買契約に関する物件が引き渡される一時点で充足され、引き

渡し時点において収益を認識しております。

(4) のれんの償却方法及び償却期間

５年から13年で均等償却しております。
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〔連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更〕

（連結の範囲の重要な変更）

当連結会計年度において、アムス・セキュリティサービス株式会社（大阪市）、アムス・セキュリティサービス株式

会社（福知山市）、アムス・シークレットサービス株式会社 及び 関西ユナイトプロテクション株式会社の株式を取得

したことにより、連結の範囲に含めております。なお、2024年10月１日付で当社を存続会社とし、アムス・セキュリ

ティサービス株式会社（大阪市）及びアムス・シークレットサービス株式会社をそれぞれ消滅会社とする吸収合併を

したため、連結の範囲から除外しております。

〔会計方針の変更〕

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計

基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項た

だし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022

年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており

ます。なお、当該会計方針の変更による当連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類にお

ける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。

〔会計上の見積りに関する注記〕

1.アムス・セキュリティサービス株式会社（大阪市）を連結子会社化した際に取得した資産グループの減損検討

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当連結会計年度

のれん 1,824,615

顧客関連資産 179,112

受注残 47,766

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は2024年5月1日に警備事業セグメントに属するアムス・セキュリティサービス株式会社（大阪市、以下「アム

ス」という。）の株式を100％取得し連結子会社としました。

それに伴い、当連結会計年度末の連結貸借対照表において、上記ののれん及び無形固定資産を計上しております。

当社グループは業績や経営環境の変化、事業戦略の見直し等を判断材料に減損の兆候の判定を行っております。

減損の兆候があると認められる場合には、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総

額と帳簿価額を比較することによって、減損損失を認識するかどうかの判定を行っております。

アムスを連結子会社化した際の取得原価のうち、のれんやのれん以外の無形固定資産に配分された金額が相対的に

多額になるため、当連結会計年度において、のれんを含む資産グループ（以下資産グループ）について減損の兆候が

あると判断しております。

しかし、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を上回っていたことから、

減損損失を認識しておりません。

減損損失の認識の判定において使用する割引前将来キャッシュ・フローの総額は、経営者によって承認された事業

計画を基礎として算定されており、当該事業計画には以下の主要な仮定が含まれております。

・賃金上昇を考慮した警備単価の見直し

・人員配置数の最適化

・警備契約の解約率

これらの主要な仮定は不確実性を伴うため、仮定の見直しにより将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響が

生じた場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

2.関西ユナイトプロテクション株式会社を連結子会社化した際に取得した資産グループの減損検討

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当連結会計年度

のれん 553,731

顧客関連資産 216,125

受注残 2,744
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（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は2024年６月３日に警備事業セグメントに属する関西ユナイトプロテクション株式会社（以下「関西ユナイト」

という。）の株式を100％取得し連結子会社としました。

それに伴い、当連結会計年度末の連結貸借対照表において、上記ののれん及び無形固定資産を計上しております。

当社グループは業績や経営環境の変化、事業戦略の見直し等を判断材料に減損の兆候の判定を行っております。

減損の兆候があると認められる場合には、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総

額と帳簿価額を比較することによって、減損損失を認識するかどうかの判定を行っております。

関西ユナイトを連結子会社化した際の取得原価のうち、のれんやのれん以外の無形固定資産に配分された金額が相

対的に多額になるため、当連結会計年度において、のれんを含む資産グループ（以下資産グループ）について、減損

の兆候があると判断しております。

しかし、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を上回っていたことから、

減損損失を認識しておりません。

減損損失の認識の判定において使用する割引前将来キャッシュ・フローの総額は、経営者によって承認された事業

計画を基礎として算定されており、当該事業計画には以下の主要な仮定が含まれております。

・賃金上昇を考慮した契約単価の見直し

・今後のイベント警備の受注件数

・顧客との関係性

これらの主要な仮定は不確実性を伴うため、仮定の見直しにより将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響が

生じた場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

〔追加情報〕

1.従業員持株会支援信託口における会計処理について

当社は、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

①取引の概要

当社は、従業員（連結子会社の従業員を含む。以下この項において同じ。）に対する中長期的な当社企業価値向

上へのインセンティブ付与及び福利厚生制度の充実等により当社の恒常的な発展を促すことを目的として、従業員

持株会支援信託（以下「ＥＳＯＰ信託」という。）を導入しております。

当社が当社持株会に加入する従業員のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は

信託期間中に当社持株会が取得すると見込まれる数の株式を予め定める取得期間内に取得いたします。その後、当

該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却いたします。当該信託は、保有する当社株式の議決権を当社持

株会の議決権割合に応じて行使いたします。

②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。

自己株式の帳簿価額は、279,599千円であり、株式数は、212,300株であります。

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は、276,220千円であります。
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2.従業員向け株式給付信託口における会計処理について

当社は、従業員向け株式給付信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

①取引の概要

当社は、従業員（連結子会社の従業員を含む。以下この項において同じ。）に対するインセンティブ・プランの

一環として、当社の中長期的な業績の向上及び企業価値の増大への貢献意欲や士気を高めることを目的として、従

業員向け株式給付信託（以下「株式給付信託」という。）を導入しております。

当社は、対象となる当社等の従業員に対し、株式給付規程に基づき役職等に応じてポイントを付与し、一定の受

益者要件を満たした場合には、所定の手続きを行うことにより、当該付与ポイントに応じた当社株式を給付しま

す。なお、当該信託設定に係る金銭は全額を当社が拠出するため、当社等の従業員の負担はありません。

②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。

自己株式の帳簿価額は、112,437千円であり、株式数は、118,605株であります。

〔連結貸借対照表に関する注記〕

1. 有形固定資産の減価償却累計額 10,302,600 千円

2. 土地再評価法の適用…「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用土

地の再評価を行い、当該評価差額を土地再評価差額金として純資産の部に計上してお

ります。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号

に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算

の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算

定した価額に合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日 2002年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
472,593千円

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕

1. 当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数

普 通 株 式 11,440,000株

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

(1) 2024年６月13日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

株 式 の 種 類 普通株式

配 当 金 の 総 額 192,100千円

１ 株 当 た り 配 当 額 18円00銭

基 準 日 2024年３月31日

効 力 発 生 日 2024年６月14日

(注) 配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金4,797千円及び株式給付信託に対する配当金2,155千円

を含めております。

(2) 2024年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項

株 式 の 種 類 普通株式

配 当 金 の 総 額 213,739千円

１ 株 当 た り 配 当 額 20円00銭

基 準 日 2024年９月30日

効 力 発 生 日 2024年12月２日

(注) 配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金4,766千円及び株式給付信託に対する配当金2,379千円

を含めております。
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3. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

2025年６月19日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

株 式 の 種 類 普通株式

配 当 金 の 総 額 213,737千円

配 当 の 原 資 利益剰余金

１ 株 当 た り 配 当 額 20円00銭

基 準 日 2025年３月31日

効 力 発 生 日 2025年６月20日

(注) 配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金4,246千円及び株式給付信託に対する配当金2,372千円

を含めております。

4. 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式

（注1・2・3）
767,766株 15,750株 30,400株 753,116株

普通株式(ＥＳＯＰ信託口)

（注4）
266,500株 －株 54,200株 212,300株

普通株式(株式給付信託口)

（注5）
119,750株 －株 1,145株 118,605株

（変動事由の概要）

（注） 1. 単元未満株式の買取りによる増加 150株

2. 退任役員の譲渡制限付株式回収による増加 15,600株

3. 譲渡制限付株式発行による減少 30,400株

4. 従業員持株会への売却による減少 54,200株

5. 株式給付信託口から従業員への交付による減少 1,145株

〔金融商品に関する注記〕

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、運転資金及び設備資金については基本的に自己資金を充当することとしております。余裕資金

は安全性の高い金融商品で運用しております。また、一部の長期借入金の金利変動リスクに対しては、金利スワッ

プ取引により支払利息の固定化を実施しております。

なお、デリバティブ取引は、金利変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクがありますが、売掛金の平均滞留期間は１ヶ月程度で

あります。投資有価証券は、株式、投資事業有限責任組合及び特定目的会社への投資であり、信用リスク並びに市

場リスクがあります。営業債務である買掛金は、概ね２ヶ月以内の支払期日であります。

社債の最終返済日は、2026年９月25日、及び2029年５月25日であります。

社債のうち、最終返済日が2029年５月25日のものは変動金利であり、金利の変動リスクがあります。

長期借入金のうち、ＥＳＯＰ信託の導入に伴い専用信託口が借入れたもの及び期間５年の期限分割返済の借入は

変動金利であり、金利の変動リスクがあります。最終返済日は2029年２月28日及び2029年９月28日であります。

その他の借入は、期間４年の期限一括返済として、最終返済日は2029年３月30日同日で２件、期間５年の期限一

括返済として、最終返済日は2026年12月28日、期間10年の期限分割返済として、最終返済日は2029年３月28日、

2030年９月30日、2034年３月31日であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権については営業統括部が取引先毎に期日及び残高を管理するとともに、回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。連結子会社についても同様の管理を行っております。

当連結会計年度末における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸借対照表価額により表

わされております。

― 15 ―



② 市場リスクの管理

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財政状態等を把握し、また、発行体との関係を

勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いができなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの支払予定報告に基づき経理部が資金繰計画を策定すること等により、流動性リスクを管理

しております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及び時価の算定方法

当連結会計年度末現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

(単位：千円)

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時価 差額

投資有価証券

その他有価証券 2,576,398 2,576,398 －

資産計 2,576,398 2,576,398 －

社債 1,500,000 1,487,607 △12,392

長期借入金 5,930,432 5,833,406 △97,025

負債計 7,430,432 7,321,014 △109,417

デリバティブ取引 － － －

(注) 1. 「現金及び預金」「受託現預金」「受取手形」「売掛金」「買掛金」「預り金」「短期借入金」について

は現金であること、もしくは短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記

載を省略しております。

2. デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

3. 市場価格のない株式等は、「投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 547,960

投資事業有限責任組合への出資金 900,000

特定目的会社への出資金 142,092

4. 社債、長期借入金の連結決算日後の返済予定額

区分 １年内
１年超

２年内

２年超

３年内

３年超

４年内

４年超

５年内
５年超

社債 － 1,000,000 － － 500,000 －

長期借入金 599,184 1,599,184 599,184 1,603,184 399,628 853,848

合計 599,184 2,599,184 599,184 1,603,184 899,628 853,848

長期借入金のうち、276,220千円はＥＳＯＰ信託設定に伴うものであり、返済額が未定のため連結決算日

後返済予定額から除外しております。

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分解

しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 2,565,643 － － 2,565,643

投資信託 － 10,755 － 10,755

資産計 2,565,643 10,755 － 2,576,398

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 1,487,607 － 1,487,607

長期借入金 － 5,833,406 － 5,833,406

負債計 － 7,321,014 － 7,321,014

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１の時価に分類しております。

投資信託は、市場における取引価格が存在しないことから公表されている基準価額を用いて評価しており、その

時価をレベル２の時価に分類しております。

社債

当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価

値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

〔賃貸等不動産に関する注記〕

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは、東京都に賃貸用の学生マンション（土地を含む。）と、埼玉県に賃貸用の土地を１件、大阪府に賃

貸用のビジネスホテル（土地を含む。）と賃貸用のテナントビルの一部（土地を含む。）、京都府に単身者向け集合住宅

（土地を含む。）と賃貸用のテナントビル（土地を含む。）を各１件、また、連結子会社１社は、大阪府において賃貸マ

ンション（土地を含む。）を保有しております。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価

6,799,201 7,261,000

(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

2. 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づく

金額によっております。
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〔収益認識に関する注記〕

１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

警備事業 ビル管理事業 不動産事業

機械警備業務 8,262,284 － － 8,262,284

輸送警備業務 2,303,390 － － 2,303,390

常駐警備業務 7,306,454 － － 7,306,454

ＡＴＭ管理業務 2,015,158 － － 2,015,158

工事・機器販売業務 1,716,568 － － 1,716,568

ビル管理業務 － 9,524,723 － 9,524,723

不動産販売・仲介業務 － － 1,279,710 1,279,710

その他 2,019,138 － － 2,019,138

顧客との契約から生じる収益 23,622,995 9,524,723 1,279,710 34,427,430

その他の収益（注） － － 497,678 497,678

外部顧客への売上高 23,622,995 9,524,723 1,777,338 34,925,058

（注）その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。

２.収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する

注記等、4.その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項、(3) 収益及び費用の計上基準」に同一の内容

を記載しておりますので、注記を省略しております。

３.当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1)契約資産及び契約負債の残高等

当連結会計年度に認識された収益の額の内、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、279,383千円でありま

す。

また、当連結会計年度期首現在の流動負債「その他」に含まれていた前受金の金額は、163,324千円であります。

契約資産は、ビルメンテナンスサービス及び大規模修繕工事にかかる契約について履行義務を充足したものの、未

請求の対価に対する権利によるものであります。契約資産は、対価に対する権利が無条件になった時点で顧客との契

約から生じた債権に振り替えられ、その対価は契約によって定められた時期に請求、受領しております。契約負債は、

主に一定期間にわたり収益を認識する機械警備サービス契約を締結した顧客との警備機器設置料について、契約時に

顧客から受け取ったもの及びビルメンテナンスサービスにかかる顧客からの前受によるものであります。

流動負債「その他」に前受金として含まれている金額は、顧客から前受けしている機械警備サービス契約の警備料

等であります。

契約負債及び前受金は収益の認識に伴い取り崩されます。
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(2)残存履行義務に配分した取引価格

当該履行義務は警備事業における機械警備サービス及びビル管理事業におけるサービスの提供に関するものであり、

残存履行義務に配分した総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

(単位：千円)

当連結会計年度

１年以内 141,033

１年超２年以内 92,476

２年超３年以内 65,048

３年超４年以内 40,624

４年超５年以内 18,545

５年超 5,178

合 計 362,907

※残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって、実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１

年以内の契約について注記の対象に含めておりません。

※臨時の緊急出動等サービスの提供料に直接対応する金額で顧客から対価を受け取る契約について注記の対象に

含めておりません。

〔１株当たり情報に関する注記〕

1. １株当たり純資産額 2,099円10銭

2. １株当たり当期純利益 67円09銭

(注) 「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」を算定するための期末の普通株式数及び普通株式

の期中平均株式数について、専用信託口が保有する当社株式は控除しております。

〔企業結合等関係〕

（取得による企業結合）

1. 企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及びその事業の概要

被取得企業の名称 アムス・セキュリティサービス株式会社（大阪市）

アムス・セキュリティサービス株式会社（福知山市）

アムス・シークレットサービス株式会社

事業の内容 警備業

(2)企業結合を行った主な理由

アムスグループは警備業務(機械、常駐、駐車場管理)を主体に展開しており、当社グループとのシナジーの発揮

とともに逼迫した人員不足の緩和や「2025大阪・関西万博」に向けた人的資源の活用が期待できることから株式取

得に至ったものです。

(3)企業結合日 2024年５月１日（株式取得日）

2024年６月30日（みなし取得日）

(4)企業結合の法的形式 株式取得

(5)結合後企業の名称 結合後の企業の名称に変更はありません。

(6)取得した議決権比率 100％

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として当該株式を取得することによります。

2. 当連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2024年７月１日から2025年３月31日まで

3. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価（現金） 2,500,000千円

取得原価 2,500,000千円

4．主要な取得関連費用の内容及び金額

ファイナンシャル・アドバイザリー報酬 96,000千円

デューデリジェンス費用 10,012千円
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5. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)発生したのれんの金額 1,936,326千円

(2)発生原因 主として今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

(3)償却方法及び償却期間 13年間にわたる均等償却

（取得による企業結合）

1. 企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及びその事業の概要

被取得企業の名称 関西ユナイトプロテクション株式会社

事業の内容 警備業

(2)企業結合を行った主な理由

同社は、業歴約50年の強固な経営基盤を有する警備会社で、特にイベント警備にかかる高度なスキル・ノウハウ

を保有する会社であります。同社が東洋テックグループ入りすることにより、グループとしてのサービスラインナ

ップの拡充が図られ、これまで以上にお客様のニーズにあったサービス提供が可能になるとの考えのもと、株式取

得に至ったものです。

(3)企業結合日 2024年６月３日（株式取得日）

2024年６月30日（みなし取得日）

(4)企業結合の法的形式 株式取得

(5)結合後企業の名称 結合後の企業の名称に変更はありません。

(6)取得した議決権比率 100％

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として当該株式を取得することによります。

2. 当連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2024年７月１日から2025年３月31日まで

3. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価（現金） 1,248,580千円

取得原価 1,248,580千円

4．主要な取得関連費用の内容及び金額

ファイナンシャル・アドバイザリー報酬 54,100千円

デューデリジェンス費用 10,003千円

5. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)発生したのれんの金額 598,628千円

(2)発生原因 主として今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

(3)償却方法及び償却期間 10年間にわたる均等償却

〔共通支配下の取引等〕

（連結子会社の吸収合併）

共通支配下の取引等については、個別注記表「〔企業結合等関係〕共通支配下の取引等（連結子会社の吸収合併）」

に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

〔連結計算書類の作成について〕

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(2025年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 託 現 預 金（注）

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

立 替 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

金 額

10,597,918

3,688,148

3,727,349

1,317

1,725,554

10,653

377,946

555,053

323,624

189,780

△1,510

24,253,357

12,792,043

4,159,769

52,074

2,180,665

467

489,132

5,682,535

107,079

120,319

2,547,999

199,905

227,543

1,824,615

295,934

8,913,314

3,350,936

4,467,374

84,318

502,584

462,423

52,446

△6,770

34,851,276

科 目

（負 債 の 部）

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年内返済予定の長期借入金

未 払 金

未 払 費 用

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

前 受 金

契 約 負 債

預 り 金

関 係 会 社 預 り 金

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

長 期 契 約 負 債

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

株 式 給 付 引 当 金

そ の 他

負 債 合 計

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ･ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

金 額

6,515,039

249,335

1,600,000

599,184

834,694

380,305

48,011

320,340

415,022

150,692

132,458

772,278

530,000

419,217

22,620

40,880

8,239,643

1,500,000

5,331,248

320,073

196,347

255,993

137,565

70,685

427,730

14,754,682

20,561,989

4,618,000

8,667,424

8,310,580

356,844

8,302,763

233,989

8,068,773

92,101

4,265,000

3,711,672

△1,026,198

△465,395

896,620

△1,362,016

20,096,593

34,851,276

(注) 受託現預金とは、ＡＴＭ管理業務において、売上金回収サービス（ＴＥＣ－ＣＤ）等に使用するための現金及び預金であります。

― 21 ―



損 益 計 算 書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで) (単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 19,595,020

売 上 高 19,142,267

不 動 産 賃 貸 収 入 452,752

売 上 原 価 15,442,724

売 上 原 価 15,151,638

不 動 産 賃 貸 原 価 291,085

売 上 総 利 益 4,152,295

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,755,139

営 業 利 益 397,156

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 540,538

そ の 他 67,563 608,101

営 業 外 費 用

支 払 利 息 66,005

寄 付 金 30,000

そ の 他 31,276 127,282

経 常 利 益 877,975

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 326,690 326,690

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 4,948

固 定 資 産 除 却 損 51,111

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 損 128,793

訴 訟 関 連 損 失 12,248 197,102

税 引 前 当 期 純 利 益 1,007,563

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 304,159

法 人 税 等 調 整 額 △25,922 278,236

当 期 純 利 益 729,326
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株主資本等変動計算書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで) (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 4,618,000 8,310,580 345,352 8,655,932

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 額

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 11,492 11,492

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 11,492 11,492

当 期 末 残 高 4,618,000 8,310,580 356,844 8,667,424

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別途積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 233,989 96,433 4,265,000 3,383,853 7,979,275 △1,124,079 20,129,128

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △405,839 △405,839 △405,839

当 期 純 利 益 729,326 729,326 729,326

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 額

△4,332 4,332 － －

自 己 株 式 の 取 得 △181 △181

自 己 株 式 の 処 分 98,062 109,554

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 － △4,332 － 327,819 323,487 97,881 432,860

当 期 末 残 高 233,989 92,101 4,265,000 3,711,672 8,302,763 △1,026,198 20,561,989
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(単位：千円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価差額金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 894,694 △1,362,016 △467,322 19,661,806

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △405,839

当 期 純 利 益 729,326

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 額

－

自 己 株 式 の 取 得 △181

自 己 株 式 の 処 分 109,554

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

1,926 1,926 1,926

当 期 変 動 額 合 計 1,926 － 1,926 434,786

当 期 末 残 高 896,620 △1,362,016 △465,395 20,096,593
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式 … 移動平均法による原価法

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定しております。）

市場価格のない株式等… 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商 品、 貯 蔵 品… 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

… 定率法

ただし、1998年４月１日以降2016年３月31日迄に取得した建物（建物附属設備は除く）

については定額法を採用しており、2016年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備含む）、構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～50年

機械及び装置 ６年～９年

(2) 無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

… 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウェア ５年

のれん 13年

(3) リ ー ス 資 産

（有 形 / 無 形）

… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金… 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(2) 賞 与 引 当 金… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額を計上しており

ます。

(3) 役 員 賞 与 引 当 金… 役員賞与の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額を計上しております。

(4) 退 職 給 付 引 当 金… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額法により発生年度の翌事業年度から費用又は費

用の減額として処理することとしております。

また、過去勤務費用は発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により発生時の事業年度から費用処理することとしております。

(5) 株 式 給 付 引 当 金… 株式給付規程に基づく当社及び当社子会社の従業員への当社株式の給付に備えるため、

当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。
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4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引について特例処理を採用しております。

(2) 収益及び費用の計上基準

当社は、以下の５つのステップアプローチを適用することにより、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務を充足した時点（又は充足するにつれて）収益を認識する

警備事業

契約物件に警報機器を取り付け、事件・事故等の発生を監視する、貴重品の運搬、施設内の常駐による安全管

理等、様々なセキュリティーサービスを履行義務としております。

日常的サービス提供、契約における義務を履行するにつれて顧客が便益を享受することから、サービスを提供

する期間にわたり収益を認識しております。また、契約条件に従い、履行義務の進捗に応じて（サービス提供

期間にわたり）契約によって定められた時期にその対価を請求、受領しております。

警備事業の内、機械警備業務においては警備機器設置工事料を契約時に顧客から受領しており、設置工事料は

対応するサービス提供期間にわたり収益を認識しております。

ビル管理事業

ビル、マンション、店舗等のビルメンテナンスや清掃に加え、大規模改修や設備の更新工事、営繕業務等、建

物の総合管理を行っております。

（清掃業務）

契約物件の設備内において、床清掃等の日常的な清掃業務を行うことを履行義務としております。日常的又は

反復的なサービスであり、顧客との契約における義務を履行するにつれて顧客が便益を享受しており、サービ

スを提供する期間にわたり収益を認識しております。また、契約条件に従い、履行義務の進捗に応じて（サー

ビス提供期間にわたり）契約によって定められた時期にその対価を請求、受領しております。

（設備点検サービス）

ビルメンテナンスに係る法定点検を実施し、関連官庁へ実施報告書を提出することを履行義務とし、顧客がサ

ービスを受けた時点で便益を享受することから、一時点（サービス提供時点）で収益を認識しております。ま

た、契約条件に従い、サービス契約期間に按分してその報酬を受領します。

（工事契約）

消防設備改修工事、排水ポンプ取替工事、エレベーター改修工事等の小規模な工事から足場を組むような大規

模修繕工事、外壁修繕工事までを履行義務としております。

義務の履行により資産が創出され又は増価し、資産の創出又は増価につれて顧客が当該資産を支配し、契約期

間にわたる工事の進捗に応じて充足されるため、工事の進捗度に応じて収益を計上しております。進捗度の測

定は、発生原価が履行義務の充足における工事の進捗度に寄与及び概ね比例していると考えられることから、

発生原価に基づくインプット法により行っております。

不動産事業

当社が保有する不動産物件の賃貸業務から得られる収益を認識しております。

(3) のれんの償却方法及び償却期間

13年で均等償却しております。
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〔会計方針の変更〕

会計方針の変更については、連結注記表「〔会計方針の変更〕」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略

しております。

〔会計上の見積りに関する注記〕

1.アムス・セキュリティサービス株式会社（大阪市）を完全子会社化したのち吸収合併して引き継いだ資産グループの

減損検討

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当連結会計年度

のれん 1,824,615

顧客関連資産 179,112

受注残 47,766

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報については、連結注記表「〔会計上の見積りに関する

注記〕」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

2.関西ユナイトプロテクション株式会社に係る関係会社株式の評価

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当連結会計年度

関係会社株式 1,312,683

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当事業年度の貸借対照表に計上している関係会社株式のうち「（1）」に記載の金額は2024年6月3日に子会社化した関

西ユナイトプロテクション株式会社（以下「関西ユナイト」という。）の取得に関するものです。

関係会社株式は取得原価を貸借対照表価額としておりますが、関係会社株式の実質価額が取得原価に比べて50%程度

以上低下した場合、当該実質価額の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、当該実質価額をもっ

て貸借対照表価額とし、取得原価と実質価額の差額を減損処理しております。

当事業年度において、関西ユナイト株式の減損処理は行われておりません。

実質価額に関西ユナイトの超過収益力が反映されており、その超過収益力の根拠となる将来キャッシュ・フローの

見積りは、経営者が立案した事業計画を基礎としており、当該事業計画には以下の主要な仮定が含まれております。

・賃金上昇を考慮した契約単価の見直し

・今後のイベント警備の受注件数

・顧客との関係性

事業計画における主要な仮定については、見積りの不確実性を伴うため、上記の仮定に変化が生じた場合には、翌

事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

〔追加情報〕

従業員持株会支援信託口における会計処理及び従業員向け株式給付信託口における会計処理については、連結注記

表「〔追加情報〕」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

〔貸借対照表に関する注記〕

1. 関係会社に対する金銭債権債務

(1) 短 期 金 銭 債 権 22,183千円

(2) 短 期 金 銭 債 務 164,936千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 9,296,268千円

3. ＡＴＭ管理業務の資金…当社はＡＴＭ管理業務において売上金回収サービス（ＴＥＣ－ＣＤ）等に使用するた

め多額の資金を使用しており、受託現預金3,727,349千円及び預り金のうち727,514千

円は当該業務のために使用している資金であります。
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4. 土地再評価法の適用…「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用土

地の再評価を行い、当該評価差額を土地再評価差額金として純資産の部に計上してお

ります。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号

に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算

の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算

定した価額に合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日 2002年３月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
472,593千円

〔損益計算書に関する注記〕

関係会社との取引高

売 上 高 216,646千円

仕 入 高 2,206,099千円

営業取引以外の取引高 503,273千円

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕

当該事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

当社普通株式 753,116株

ＥＳＯＰ信託口が所有する当社普通株式 212,300株

株式給付信託口が所有する当社普通株式 118,605株

〔税効果会計に関する注記〕

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産

賞与引当金 128,280千円

未払事業税等 29,593千円

少額固定資産 36,376千円

投資有価証券 29,233千円

みなし配当金 54,255千円

その他 232,664千円

小計 510,403千円

評価性引当額 △131,546千円

繰延税金資産合計 378,856千円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 41,747千円

前払年金費用 150,314千円

その他有価証券評価差額金 370,040千円

その他 72,747千円

繰延税金負債合計 634,850千円

繰延税金負債の純額 255,993千円

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、車両運搬具の一部については、所有権移転外ファイナンス・リ

ース契約により使用しております。

〔関連当事者との取引に関する注記〕

該当事項はありません。
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〔収益認識に関する注記〕

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「連結計算書類作成のための基本と

なる重要な事項に関する注記等、4.その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項、(3) 収益及び費用の

計上基準」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

〔１株当たり情報に関する注記〕

1. １株当たり純資産額 1,940円57銭

2. １株当たり当期純利益 70円64銭

(注) 「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」を算定するための期末の普通株式数及び普通株式の期中

平均株式数について、専用信託口が保有する当社株式は含めておりません。

〔企業結合等関係〕

共通支配下の取引等

（連結子会社の吸収合併）

1.企業結合の概要

(1)被結合企業の名称及びその事業の概要

被結合企業の名称 アムス・セキュリティサービス株式会社（大阪市）

アムス・シークレットサービス株式会社

事業の概要 警備業

(2)企業結合日 2024年10 月 １日

(3)企業結合の法的形式

当社を存続会社、アムス・セキュリティサービス株式会社（大阪市）及びアムス・シークレットサービス株式会社

を消滅会社とする吸収合併方式

(4)結合後企業の名称 東洋テック株式会社

(5)その他取引の概要に関する事項

当社は、2024年５月１日付でアムス・セキュリティサービス株式会社（大阪市）、アムス・セキュリティサービス株

式会社（福知山市）及びアムス・シークレットサービス株式会社３社の全株式を取得し完全子会社といたしましたが、

当社グループ内の事業運営の一元化による経営効率の向上と、「2025大阪・関西万博」に向けた人的資本の有効活用を

図るため、当社を存続会社、アムス・セキュリティサービス株式会社（大阪市）及びアムス・シークレットサービス

株式会社の２社を消滅会社とする吸収合併をすることといたしました。

2.実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき、共

通支配下の取引として処理しております。なお、当該合併に伴い損益計算書において抱合せ株式消滅差損128,793千円

を特別損失に計上しております。

〔計算書類の作成について〕

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2025年５月13日

東 洋 テ ッ ク 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
大 阪 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 須 藤 英 哉

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 村 雅 子

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、東洋テック株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日までの

連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
東洋テック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全て
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に
おける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理
上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する

ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及
び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい
る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報
告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2025年５月13日

東 洋 テ ッ ク 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
大 阪 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 須 藤 英 哉

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 村 雅 子

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、東洋テック株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日

までの第61期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する

ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対
して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基
づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取
引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい
る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報
告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

― 33 ―
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監 査 報 告 書
当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第61期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監

査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会

計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用

人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、

重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子

会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会

社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備

に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ

の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して

いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内

容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月14日

東洋テック株式会社 監査役会

常勤監査役（社外監査役） 桶 谷 重 雄 ㊞

社外監査役 尼 木 始 ㊞

社外監査役 植 松 則 行 ㊞

社外監査役 野 地 小百合 ㊞

以 上
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